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検討の目的

大規模建築物群

問題解決策と技術基準の検討

大規模災害

（地震・火災・水害）

想定を超えた事態の発生
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検討の方法
１．大規模建築物の空間特性の抽出

２．空間特性によって生じる災害時の問題点の洗い出し

３．問題点を解決できる設備アイテムの検討

・災害情報伝達設備

・中間避難階

・避難空地

・食料・生活用水等の備蓄のための空間

・避難用エレベータ

４．火災・水害・地震・インフラ途絶時に

各設備がどのように効果を発揮するかを検討

５．参考となる施設・基準の調査



災害情報伝達設備の技術基準のまとめ

●設置目的

・大規模建築物において、規模や面積の大きいことで災害情報や避
難指示が隅々まで伝わりにくく、判断の間違いや、避難の遅れを
生じないように、災害情報を的確に伝達させる。

・大規模建築物には、多くの在館者が存在し、在館者が一斉に避難
をしなければならないような状況において、無秩序な避難による混
乱やパニックを防ぐために、避難先や、避難のタイミングを考えて
秩序だった避難指示や避難誘導を行うために避難者に対して的
確な指示を伝達する。

●設置対象

・規模が大きく情報が隅々まで行き届かないと考えられる建物。

用途については 2～3の用途が混在し、在館者特性も異なる建物。



災害情報伝達設備の技術基準のまとめ



災害情報伝達設備の参考となる設備

住宅情報盤 情報掲示盤デモ機

総務省東海総合通信局HPより



中間避難階の技術基準のまとめ

●設置目的

・大規模建築物においては、在館者人数が多く、それらが複数の
建物に分散して滞在しており、一度に地上の避難場所に避難し
ようとした場合、地上での混乱を引き起こす恐れがある。そうし
た混乱を防ぐために避難者が一時的に退避できる避難場所を
建物の中間階に設置する。

●設置対象

・多数の在館者を収容する建物。



中間避難階の技術基準のまとめ



中間避難階の参考となる施設

中国の超高層



避難空地の技術基準のまとめ

●設置目的

・大規模建築物においては、在館者人数が多く、それらの在館者
がすべて避難するための避難空地を確保する。 (避難空地は、
災害に対する安全性が確保できれば屋外に限らず内部空間も
含む) 

●設置対象

・在館者が多い建物。



避難空地の技術基準のまとめ



避難空地の参考となる施設

都内大規模開発事例における空地



食料・生活用水等の備蓄のための空間の技術基準のまとめ

●設置目的

・大規模建築物においては、災害時に集合住宅の居住者、帰宅
困難者などが数日間生活をしなければならない状況が予想さ
れるので、その人たちへの水、食料等を保管しておく空間を設
置する。

●設置対象

・在館者が多い建物。

・対象とする建物の用途の特定。



食料・生活用水等の備蓄のための空間の技術基準のまとめ



食料・生活用水等の備蓄のための空間の参考となる基準

中央区市街地開発事業指導要綱による設置義務



避難用エレベータの技術基準のまとめ

●設置目的

・大規模建築物には、多くの在館者が存在し、高齢者、車椅子利
用の自力避難困難者も含まれるので、そのような人の避難用
のエレベータを設置する。

●設置対象

・階段による避難や、救助に時間のかかる階数の多い建物。

・在館者に自力避難困難者が多く含まれると考えられる建物

病院、集合住宅、ホテルなど。



避難用エレベータの技術基準のまとめ



避難用エレベータの参考となる基準

●既往の主たる検討

・日本建築学会 防火委員会

火災時のエレベータを利用した避難計画指針

2003年4月より検討 現在最終指針取りまとめ中

・財団法人日本建築設備・昇降機センター

エレベータの避難時利用に関する検討委員会報告書

2003年3月～2004年3月



問題点と今後の課題

・災害状況の正確な把握

・防災設備の運用上の課題

・周辺地域との連携の課題

・整備促進の課題


